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代表取締役社長 尾﨑 弘明 

 

 

 当社は、2020 年 10 月 16 日開催の取締役会において、当社の連結子会社である佐渡汽船

運輸株式会社（以下、「佐渡汽船運輸」といいます。）との間で、2020年 10月 16日付で株

式交換契約（以下、「本株式交換契約」といいます。）を締結し、2020年 12月 29日を効力

発生日として、当社を株式交換完全親会社、佐渡汽船運輸を株式交換完全子会社とする株

式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことといたしました。 

 本株式交換に関する会社法第 794条第１項及び会社法施行規則第 193条に規定する事前

開示事項は下記のとおりです。 

 

記 

 
１．株式交換契約の内容（会社法第 794条第１項） 

  本株式交換契約の内容は、別紙１記載のとおりです。 

 

２．会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す 

る事項（会社法施行規則第 193条第１号） 

 (1) 本株式交換に係る割当の内容等 

 
当社 

（株式交換完全親会社） 

佐渡汽船運輸 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る株式交換比率 １ １.３３ 

株式交換により交付する株式数  当社普通株式：1,078,397株（予定） 

（注１）本株式交換に係る割当比率（以下、「本株式交換比率」） 

佐渡汽船運輸の普通株式１株に対して、当社の普通株式 1.33 株を割当て交付いた

します。ただし、当社が保有する佐渡汽船運輸の普通株式（本日現在 995,575株）に

ついては、本株式交換による株式の割当は行いません。 

    なお、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両
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社間で協議および合意の上、変更することがあります。 

 （注２）本株式交換により発行する当社の新株式数 

     当社普通株式：1,078,397株（予定） 

     （本株式交換にあたり、新たに普通株式 1,078,397株発行する予定です。） 

（注３）単元未満株式の取扱い 

     本株式交換により、当社の単元未満株式（100株未満の株式）を保有する株主様

が新たに生じることが見込まれます。当社の単元未満株式を保有することになる

株主様においては、当社株式に関する単元未満株式の買取請求制度（単元未満株式

の売却）をご利用いただくことができます。 

 （注４）１株に満たない端数の処理 

     本株式交換に伴い、当社株式１株に満たない端数の割当てを受けることになる

佐渡汽船運輸の株主様に対しては、当社は会社法第 234 条その他関連法令の定め

に従い、その端数の合計数に相当する当社の株式を売却し、係る売却代金をその端

数に応じて当該株主の皆様に交付いたします。 

 

(2) 佐渡汽船運輸の株主に対して当社が交付する株式及びその割当の相当性に関する 

事項 

    ① 割当の内容の根拠及び理由 

当社は、株式交換比率の決定にあたり、その公平性・妥当性を担保するため、当社

及び佐渡汽船運輸から独立した第三者算定機関である朱鷺ファイナンシャルアドバ

イザリー有限責任事業組合（以下、「朱鷺ファイナンシャルアドバイザリー」といい

ます。）に株式交換の算定を依頼しました。当社及び佐渡汽船運輸は、朱鷺ファイナ

ンシャルアドバイザリーから提出を受けた株式交換比率の算定結果を踏まえ、両社

の財政状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、慎重な検討・

協議・交渉を重ねてまいりました。 

    その結果、当社及び佐渡汽船運輸は、上記２．(1)「本株式交換に係る割当の内容」

記載のとおりとすることが妥当なものであり、それぞれの株主の利益に資するとの

判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことにつき合意し、両社

間で本株式交換契約を締結いたしました。 

    なお、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、

両社間で協議及び合意の上、変更することがあります。 

 

② 算定に関する事項 

   (ア) 算定機関の名称並びに当社及び佐渡汽船運輸との関係 

朱鷺ファイナンシャルアドバイザリーは、当社及び佐渡汽船運輸から独立し

た第三者算定機関であり、当社及び佐渡汽船運輸の関連当事者に該当せず、本株
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式交換に関して重要な利害関係を有しておりません。 

 

   (イ) 算定の概要 

朱鷺ファイナンシャルアドバイザリーは、当社については上場会社であり市

場株価が存在することから、市場株価平均法（2020年９月 30日を算定基準日と

して、算定基準日前１ヵ月間における終値平均株価を基に分析しております。）

を用いて算定を行いました。 

      佐渡汽船運輸については、非上場会社であることから市場株価平均法は採用

しておりませんが、同社は貨物自動車運送事業を営んでおり、上場する同業者が

多数存在することから、類似上場会社方式を採用しました。また、同社は事業計

画を策定していることから、将来の事業活動の状況が反映されるディスカウン

テッド・キャッシュ・フロー法（以下、「ＤＣＦ法」といいます。）も採用するこ

とによって、２つの評価方式から総合的に算定を行いました。 

      当社株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比率の算定結果

は、以下のとおりです。 

採用手法 
株式交換比率の算定レンジ 

当社 佐渡汽船運輸(株) 

市場株価平均法 
ＤＣＦ法 

類似上場会社方式 
1.24 ～ 1.42 

      朱鷺ファイナンシャルアドバイザリーは、上記株式交換比率の算定に際して、

両社から提供を受けた情報及び一般に公開された情報等を原則としてそのまま

使用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであること、株式

交換比率算定に重大な影響を与える可能性がある事実で朱鷺ファイナンシャル

アドバイザリーに対して未開示の事実はないことを前提としており、独自にそ

れらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、朱鷺ファイナンシャ

ルアドバイザリーの株式交換比率算定は、2020年９月 30日現在までの情報及び

経済情勢を反映したものであり、当社及び佐渡汽船運輸の事業見通し並びに財

務予測については、両社の経営陣により現時点で得られる最善の予測と判断に

基づき合理的に検討・作成されていることを前提としています。 

      なお、朱鷺ファイナンシャルアドバイザリーがＤＣＦ法の算定の基礎とした

事業計画については、2021年 12月期、2022年 12月期及び 2023年 12月期の最

新の事業計画を前提としており、当該期間において大幅な増減益を見込んでお

りません。 

 

  ③ 上場廃止となる見込み及びその事由 

    当社は本株式交換において株式交換完全親会社となり、また株式交換完全子会社
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であり佐渡汽船運輸は非上場のため、該当事項はありません。 

 

  ④ 公正性を担保するための措置 

本株式交換の実施にあたり、交換比率算定の公正性を担保するため、当社及び佐渡

汽船運輸から独立した第三者算定機関である朱鷺ファイナンシャルアドバイザリー

を選定し、2020年 10月８日付で、株式交換比率に関する算定書を取得しました。当

該算定書の概要につきましては、上記２．（2）②「算定に関する事項」（イ）「算定の

概要」をご参照ください。 

    なお、当社及び佐渡汽船運輸は、第三者機関より、合意された本株式交換比率がそ

れぞれの株主の皆様にとって財務的見地より妥当である旨の意見書（いわゆるフェ

アネス・オピニオン）は取得しておりません。 

 

 (3) 当社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

    本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39 条

の規定に従い、当社が別途定める額といたします。 

 

３．会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す 

る事項（会社法施行規則第 193条第２号） 

  該当事項はありません。 

 

４．佐渡汽船運輸についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 193条第３号） 

 (1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

    佐渡汽船運輸の最終事業年度（2019 年１月１日から 2019 年 12 月 31 日まで）に係

る計算書類等の内容は、別紙２記載のとおりです。 

 

 (2) 最終事業年度の末日の日を臨時決日とする臨時計算書類等の内容 

    該当事項はありません。 

 

 (3) 最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の 

状況に重要な影響を与える事象の内容 

    該当事項はありません。 

 

５．当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その 

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 193 条第４号） 

   該当事項はありません。 

 



5 
 

６．会社法第 799 条第１項の規定により株式交換について異議を述べることができる債権

者に対する、株式交換が効力を生ずる日以降における当社の債務の履行の見込みに関す

る事項（会社法施行規則第 193条第５号） 

   本株式交換は会社法第 799条第１項の規定の適用を受けないため、該当事項はありま

せん。 

 

以上 



別紙１ 株式交換契約の内容  

 

（添付のとおり） 







別紙２ 佐渡汽船運輸株式会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

(添付のとおり) 





1 

 31   1  1  
 12 31  



2 



3 



4 



5 
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104 28  105 29  106 30  107 31  

 1,919,702,687 1,948,310,419  1,962,038,634    1,903,972,897 

 1,900,869,852 1,929,291,363 1,929,190,689 1,900,929,298 

27,978,376 35,363,884 22,847,560 45,244,599 

6,822,488 7,081,111 7,155,030 6,655,402 

28,683,975 16,499,112 23,188,246 23,383,025 

15 9 12 12

2,068,582,396 2,254,730,418 2,281,841,877 2,332,394,945 
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